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平成 27 年度総務省所管予算の概要 

平成 27 年度 予  算  額  16 兆 3,428 億円 

平成 26 年度 予  算  額  16 兆 9,127 億円 

  比 較 増 減 額    ▲ 5,700 億円 

(億円)

平 成 27 年 度
予　　 算　　 額

平 成 26 年 度
予　　 算　　 額

比 較 増 減 額 増 減 率

155,357 161,424 ▲ 6,067 ▲ 3.8

8,070 7,703 367 4.8

3,726 4,217 ▲ 491 ▲ 11.6

4,344 3,486 858 24.6

163,428 169,127 ▲ 5,700 ▲ 3.4
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

区　　　　　　　分

地方交付税等財源繰入れ

一 般 歳 出

恩 給 費

そ の 他 政 策 的 経 費

総務省所管合計

(C／.) % . (A－.) CA

平成 27 年度 予  算  額       5,953 億円 

平成 26 年度 予  算  額  5,801 億円 

  比 較 増 減 額        152 億円 

(億円)

平 成 27 年 度
予　　 算　　 額

平 成 26 年 度
予　　 算　　 額

比 較 増 減 額 増 減 率

55 78 ▲ 23 ▲ 29.6

5,953 5,801 152 2.6
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

5,723 175 3.1

復 興 庁 所 管 計 上 額

（ 地 方 交 付 税 ）

総務省関係費合計

区　　　　　　　分

総 務 省 所 管 計 上 額 5,898

A . (A－.) C (C／.) % 

第 1 一 般 会 計 

第 2 東日本大震災復興特別会計 ※総務省関係分
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平成 27 年度予算における主要事項 

Ⅰ 元気をつくる 

Ⅱ 命をまもる 

■「地域の元気創造プラン」による地域からの成長戦略
～自治体を核としたローカル・アベノミクスの強力な推進と税収増に直結する地域経済構造改革への着手～ 

27.6 億円 
■連携中枢都市圏等の広域連携の推進 6.3 億円

■地域の自立促進(地域おこし協力隊の拡充、過疎対策、ＪＥＴの活用など) 4.5 億円

■地方財政の健全化と自立促進 169,106.2 億円 

 
(1) ＩＣＴによる地域の活性化   89.2 億円 
■ＩＣＴによる地域の成長への貢献(農業、医療、教育、防災、交通等)   11.6 億円 
■Ｇ空間×ＩＣＴの推進 6.2 億円 
■地域のＩＣＴ基盤整備(ブロードバンド・モバイル・Wi-Fi等)     71.4 億円 

(2) 東京大会等での世界最先端ＩＣＴ環境の実現    21.0 億円 
■SAQ

2
 JAPAN Projectの推進 2.8 億円 

■グローバルコミュニケーション計画の推進    13.8 億円 
■４Ｋ・８Ｋ等の推進 4.4 億円 

(3) ＩＣＴ共通基盤の実現   417.5 億円 
■ビッグデータ・オープンデータの活用 13.6 億円 
■世界最高レベルのＩＣＴ基盤の実現 403.9 億円 

(4) ひと 24.8 億円 
■女性の活躍支援（テレワーク） 1.5 億円 
■「異能 vation」プログラム等の推進 23.3 億円 

■震災復興特別交付税の確保 5,898.2 億円 
■被災地における消防防災体制の充実強化   32.3 億円 
■ＩＣＴによる復興の推進 22.3 億円 

■緊急消防援助隊、常備消防力の充実強化  74.4 億円 
■消防団を中核とした地域防災力の充実強化  22.1 億円 
■ＩＣＴ・Ｇ空間による地方公共団体の防災・危機管理体制の高度化  10.8 億円 
■ドラゴンハイパー・コマンドユニットの充実等   9.5 億円 
■東京大会等に向けた大都市等の安全・安心対策   2.2 億円 
■火災予防対策  1.3 億円 

1．活力ある地域づく り を通じた新しい成長の実現  169,144.5 億円 

2．新たなイノベーショ ンを創出する ICT 成長戦略の推進    552.4 億円 

4．東日本大震災からの復興の着実な推進 5,952.8 億円 

5．南海ト ラフ地震・首都直下地震等の災害に備えた国民の命を守る  

消防防災行政の推進 120.3 億円 

■国際放送の充実強化 35.4 億円 
■ＩＣＴ、地デジ、４Ｋ・８Ｋ、放送コンテンツ、防災、郵便、行政相談委員制度関係の「パッケージ展開」   23.8 億円

3．ICT 国際競争力強化、国際展開  59.3 億円 
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Ⅲ 便利なくらしをつくる 

Ⅳ みんなの安心をまもる 

Ⅴ 国の仕組みをつくる 

■行政のＩＣＴ化の推進     93.6 億円 
■個人番号制度の導入、個人番号カードの利活用促進 639.9 億円 

■医療・介護・健康、教育、防災、交通、社会インフラ等へのＩＣＴの活用 22.3 億円

6．国民本位の電子行政の実現と番号制度の導入  733.5 億円 

7．ICT による社会的課題の解決と豊かな生活の実現  22.3 億円 

■恩給の適切な支給   3,745.5 億円 

■サイバーセキュリティの強化  9.6 億円 
■安心･安全なＩＣＴ利用環境の整備  150.3 億円

■放送ネットワークの強靭化等 316.1 億円

■郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保 3.8 億円 

8．国民生活の安定･充実 3,745.5 億円 

9．ICT の安心･安全の確保 476.0 億円 

10．郵政民営化の着実な推進  3.8 億円 

■公的統計の体系的整備、国勢調査(ビッグチャレンジ)、統計オープンデータの高度化 688.4 億円

■投票しやすい選挙制度づくりの推進 1.6 億円

■業務改革の徹底、独立行政法人改革の推進 0.4 億円

■行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化 1.8 億円 
■政策評価と行政事業レビューの連携強化等   9.0 億円 

11．効率的で質の高い行政の実現  701.2 億円 

■政党交付金    320.1 億円 

12.その他の主要事項  320.1 億円 
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(単位：億円) 

                               27年度予算額（26年度予算額） 

                                      

                                
 

 
 

 

(1) 「地域の元気創造プラン」による地域からの成長戦略 
～自治体を核としたローカル・アベノミクスの強力な推進と税収増に直結する地域経済構造改革への着手～ 

27.6( 16.8) 

(a) 地域経済イノベーションサイクルの強力な推進           24.1 ( 16.0) 

・地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型企業を 10,000 事業程

度立ち上げる「ローカル 10,000 プロジェクト」を推進するため、地域経済循環創造事業

交付金により、自治体の初期投資の補助を支援 
【主な経費】 地域経済循環創造事業交付金 23.1 億円 ＜26 補正 5.6 億円＞ 

（うち過疎地域向け 5.0 億円） 

(b) 分散型エネルギーインフラプロジェクト               2.4（0.4) 

・ 電力の小売自由化で新たに生まれる約７．５兆円の市場を地域経済の拡大の起爆剤

にするため、「地域の特性を活かしたエネルギー事業導入計画（マスタープラン）」を策

定し、地域エネルギー企業の立ち上げを支援 
【主な経費】 マスタープランの策定等 2.4 億円 ＜26 補正 2.5 億円＞ 

(c) 地域の生産性向上に資するプラットフォームの構築          1.1（0.5) 

・ 自治体の有するデータを民間事業者等にオープンに提供するとともに、自治体が中

心となって、官民連携の情報システムをクラウドで提供することで、地域企業の生産性

を向上 

・ 公共施設のオープン・リノベーションにより、地域の事業者のビジネス拠点等を創出し、

「若い感性」で公共施設を再生（自治体側は、コストから利益に） 
【主な経費】 公共クラウドによる地域経済の活性化事業 0.5 億円 ＜26 補正 1.0 億円＞ 

       公共施設オープン･リノベーション推進費 0.6 億円 ＜26 補正 1.1 億円＞ 

 

(2) 連携中枢都市圏等の広域連携の推進            6.3( 2.5) 
 

(a) 連携中枢都市圏の形成等                    2.0 (1.3) 

・ 以下の①、②などの新たな広域連携を促進 

① 連携中枢都市圏の形成 

地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣市町村と連

携し、コンパクト化とネットワーク化により、一定の圏域人口を有し活力ある社会経

済を維持するための拠点である連携中枢都市圏を形成することやその取組を支援 

② 条件不利地域における都道府県と市町村の連携 

市町村間の広域連携では課題の解決が困難な場合における都道府県と市町村の

連携に向けた取組に対して支援 
【主な経費】 新たな広域連携の促進に要する経費 2.0 億円 

 

(b) 定住自立圏構想の推進                      0.3 (1.2) 

･ 制度創設から５年が経過した定住自立圏構想について、更なる取組の充実・深化を図

るため、これまでの取組成果を検証し、今後の圏域のあり方等について再構築する取

組を推進 

 

Ⅰ 元気をつくる 

1．活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現    169,144.5 億円 
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・ 個性を活かした自立した地域づくりを推進するため、市町村域を越えた圏域において、

産学金官民の幅広い関係者が連携し、人・モノ・金等の流れを生み出す拠点等を構築

して圏域の活性化を図る取組を支援 
【主な経費】 定住自立圏構想の推進に要する経費 0.1 億円 

機能連携広域経営推進調査事業に要する経費 0.2 億円 

 

(c) 集落ネットワーク圏の形成                      4.0 ( 新規) 

・ 過疎集落等の持続可能な活性化のため、基幹集落を中心に複数集落をひとつのまと

まりとする「集落ネットワーク圏」を形成 

・ 集落ネットワーク圏の形成を促進するため、集落ネットワーク圏における活性化の取組

をモデル的に支援 
【主な経費】 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 4.0 億円 

 

(3) 地域の自立促進（地域おこし協力隊の拡充、過疎対策、Ｊ Ｅ Ｔ の活用など） 

4.5( 4.3) 

(a) 「全国移住促進センター(仮称)」の設置や全国フェアの開催など地方への移住・交

流の推進                           1.0 ( 新規) 

・ 居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口

（全国移住促進センター（仮称））の設置や全国フェアの開催などにより、地方への移

住・交流を推進 
【主な経費】 全国移住促進センタ－(仮称)の設置等に要する経費 1.0 億円 

 ＜26 補正 7.3 億円＞ 

(b) 地域おこし協力隊の拡充による地域への人材還流の推進      0.9 ( 新規) 

・ 地域おこし協力隊の拡充のため、制度説明会等を開催し広く制度の周知を行うととも

に、隊員への研修の充実、地域との連携による活動内容の充実・強化のモデル事業の

実施等により自治体の取組を支援 
【主な経費】 地域おこし協力隊の推進に要する経費 0.9 億円 ＜26 補正 0.9 億円＞ 

(c) 過疎地域等の自立支援                        2.5 (4.3) 

・ 過疎地域の自立・活性化に資する、先進的で波及性のある事業、定住促進対策及び

遊休施設の再整備等を支援 
【主な経費】 過疎地域等自立活性化推進事業等 2.5 億円 

(d) JET プログラムを活用した地域活性化                 0.1 ( 新規) 

・ JET青年と地域おこし関係者との間で地域活性化事例を共有することにより、JET青年

の地域国際化活動への積極的な参画を支援するとともに、国際的な視点を持った地域

活性化を推進 
【主な経費】 JET 地域国際化塾(仮称)の開催に要する経費 0.1 億円 

 

(4) 地方財政の健全化と自立促進         169,106.2(170,414.7) 

(a) 地方交付税の所要額の確保（地方団体への交付ベース）  167,548.4( 168,855.2) 

・ 平成 27年度の地方交付税等の一般財源総額について、地方創生のための財源等を

上乗せして、平成 26 年度の水準から 1.2 兆円増額 

(b) 地方特例交付金の所要額の確保                   1,188.7( 1,191.9) 

・ 個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う減収額の一部を補填

するために必要な額を確保 
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(c) 市町村合併体制整備費補助                          23.6( 22.1) 

・ 合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う事業に対する補助 

(d) 地方行革の支援                                                0.1(0.1) 

・ 地方公共団体における行政改革の推進に関し、調査・研究を行い、必要な助言や情

報提供により支援 

(e) 基地交付金・調整交付金                                   345.4(345.4) 
・基地交付金                            275.4（275.4） 

国が米軍に使用させている固定資産及び自衛隊が使用する飛行場、演習場等が所

在する市町村に対して交付する基地交付金 
・調整交付金                             70.0（70.0） 

米軍資産が所在する市町村に対して、税財政上の影響を考慮して交付する調整交

付金 
 

 

 

 

 

(1) ICT による地域の活性化                  89.2（98.3） 

(a)  ICT による地域の成長への貢献(農業、医療、教育、防災、交通等) 

11.6（11.1） 
・農業、医療、教育、防災、交通等の分野で、ＩＣＴの利活用を推進することに

より、地域の抱える課題の解決や地域経済の活性化に貢献 

① 農業（スマートアグリ） 

   高い生産技術を有する熟練農家の知恵を共有・活用し、農業の生産性向上や
高付加価値化を実現 

【主な経費】 オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業 3.0 億円（後掲） 

② 医療・介護・健康 

生産年齢人口の減少や医療費の増大など、超高齢社会がもたらす課題の解決
にＩＣＴで貢献 

【主な経費】 次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業 4.7 億円 

③ 教育（先導的教育システムの実証推進～ＩＣＴドリームスクールの実現に向け
て～） 

家庭収入や居住地域にかかわらず、ＩＣＴで学校・家庭・民間教育がシーム
レスにつながり、いつでもどこでも学習できる環境等を実現 

【主な経費】 先導的教育システム実証事業（ＩＣＴドリームスクールイノベーション実証研究）4.5 億円 

④交通（次世代ＩＴＳの実現（後掲）） 

 

(b) Ｇ 空間×ICT の推進                     6.2（14.0） 

・Ｇ空間プラットフォームの構築推進 

Ｇ空間情報（地理空間情報）を活用し、暮らしに新たな革新をもたらすため、 

官民が保有するＧ空間情報を自由に組み合わせて利活用できる「Ｇ空間プラッ

トフォーム」を構築 

【主な経費】 Ｇ空間プラットフォーム構築事業  6.2 億円 

 

(c) 地域の ICT 基盤整備(ブロードバンド・モバイル・Wi-Fi 等)   71.4（73.2） 

・条件不利地域における光ファイバ整備の推進 

2．新たなイノベーションを創出する ICT 成長戦略の推進   552.4 億円 
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過疎地・離島等の「条件不利地域」を含む地域において、医療・健康福祉・教

育分野等の高度な公共アプリケーションの導入に資する超高速ブロードバン

ド基盤整備を実施する市町村等に対し、その事業費の一部を補助 

【主な経費】 情報通信利用環境整備推進事業   4.3 億円 

・携帯電話等エリア整備の推進 

① 過疎地等の地理的に条件不利な地域において、市町村が携帯電話等の基地局

施設を整備する場合や、無線通信事業者が基地局の開設に必要な光ファイバ

等を整備する場合に、その事業費の一部を補助 

【主な経費】 携帯電話等エリア整備事業 12.3 億円  

② 高速道路トンネルや道路トンネル等の携帯電話の電波が届かない地域にお

いて、一般社団法人等が携帯電話等の基地局施設等を整備する場合に、その

事業費の一部を補助 

【主な経費】 電波遮へい対策事業 20.0 億円  

・無料公衆無線ＬＡＮ整備の推進（後掲） 

 

(2) 東京大会等での世界最先端 ICT 環境の実現       21.0(新規) 

(a) SAQ2  JAPAN  Project の推進                      2.8(新規) 

① 無料公衆無線ＬＡＮの利用開始手続きの簡素化・一元化 

総務省、観光庁、事業者、エリアオーナー等による協議会を創設し、無料公

衆無線ＬＡＮ整備を促進するとともに、利用開始手続き等の簡素化・一元化

に向けた取組を推進 

【主な経費】 無料公衆無線ＬＡＮの利用開始手続き等の簡素化・一元化に係る実証実験  

0.3 億円  

 ※ SAQ2 JAPAN Project とは、訪日外国人が我が国の世界最高水準の ICT を「サクサク」利用できるよ
う、選べて（Selectable）、使いやすく（Accessible）、高品質な（Quality）、ICT 利用環境を実現することを
目指したアクションプランのことです。 

② 無料公衆無線 LAN整備の推進 

地域活性化の観点から、地方公共団体等が観光・防災拠点における公衆無線

ＬＡＮの整備を行う場合に、その事業費の一部を補助 

【主な経費】 観光・防災 Wi-Fi ステーション整備事業 2.5 億円 

                     ＜26 補正 8.0 億円＞ 

(b) グローバルコミュニケーション計画の推進                  13.8(新規) 

・ 多言語音声翻訳システムの社会実装の推進 

多言語音声翻訳の対応領域、対応言語を拡大し、翻訳精度を高めるための研

究開発を推進するとともに、産学官の連携により、病院、商業施設、観光地

等において、多様なアプリケーションの社会実証を実施 
【主な経費】 グローバルコミュニケーション計画の推進-多言語音声翻訳技術の研究開発及

び社会実証- 13.8 億円 
ＮＩＣＴ運営費交付金 273.9 億円の内数 

(c) 4K・8K 等の推進                            4.4(新規) 

・４Ｋ・８Ｋの着実な推進・普及のため、国、放送事業者、機器メーカー、通信

事業者等の関係者が連携して、送受信基盤技術に関する実証を行うとともに、

４Ｋ・８Ｋ放送サービスの実用化のために解決すべき課題について検証 

・2020年東京オリンピック・パラリンピックの際、超高精細で臨場感あふれる映
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像を国内外で多くの人々が視聴可能な環境を整備するとともに、日本の最先端

の放送・通信技術を世界に発信 

【主な経費】 ４Ｋ・８Ｋ等最先端技術を活用した放送・通信分野の事業支援 4.0 億円 

 

・４Ｋ・８Ｋ放送の実現に向けて周波数の一層の有効利用を促進するための研究

開発を推進 

【主な経費】 電波資源拡大のための研究開発 78.9 億円の内数 

・デジタルサイネージを活用した災害情報等の一斉配信を実現するとともに、 

2020年の東京オリンピック・パラリンピックを見据え、デジタルサイネージを

活用した防災・交通等個々のニーズに応じた最適な情報提供等を実現するため

の実証を実施 

【主な経費】 デジタルサイネージ相互運用性検証事業 0.4 億円 

 

(3) ICT共通基盤の実現                             417.5 (439.5) 

(a) ビッグデータ・オープンデータの活用                   13.6（27.4） 

・国・地方公共団体・公益事業者等が保有する公共データに関する利活用モデル

を構築する観点から、産官学が連携して、オールジャパンの体制で実証事業等

を実施し、オープンデータ・ビッグデータの利活用のメリットの可視化を図る

とともに、利活用ルール等に関する課題解決や新産業・新サービスの創出を促

し、地域の活性化に貢献 

【主な経費】 オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業 3.0 億円  

・ 統計オープンデータの高度化（後掲） 

(b) 世界最高レベルの ICT 基盤の実現                  403.9（412.1） 

・巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク技術の研究開発 

2020 年オリンピック時に予想される８Ｋ映像等の巨大なリアルタイムデータ

の流通等に対応するため、現状を大幅に上回る超大容量を確保できる光ネット

ワーク技術の研究開発を推進 

【主な経費】 巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク技術の研究開発 6.0 億円  

・第５世代移動通信システム(５Ｇ)の実現に向けた研究開発等の推進 

2020 年頃の第 5 世代移動通信システム（５Ｇ）実現に向けて、「第５世代モバ

イル推進フォーラム」を中心に産学官が連携し、５Ｇの研究開発・標準化を強

力に推進 
【主な経費】 電波資源拡大のための研究開発（第５世代移動通信システム実現に向けた研究

開発等）26.0 億円 
      第 5 世代移動通信システムの国際協調に向けた国際機関等との連絡調整事務 

0.6 億円 

・セキュリティやエネルギー消費等の問題を解決する新世代ネットワークの実現

等を目指した研究開発の推進等 

【主な経費】 ＮＩＣＴ運営費交付金 273.9 億円 

 

(4) ひと                                             24.8 (25.5) 

(a) 女性の活躍支援（テレワーク）                      1.5（新規） 

・女性の活躍推進に向けて、事業者・利用者の意識改革を促し、テレワーク環境

の裾野を拡大するため、以下の取組を進めることで、就業者におけるワーク・

ライフ・バランスの確立などを実現 
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① 企業等のテレワーク導入を促す人的サポート体制の拡充 

② セミナー、シンポジウムの開催を通じた普及啓発活動 

③ ライフステージに応じた柔軟な働き方の確立に向けた実証 

【主な経費】 ＩＣＴを活用した新たなワークスタイルの実現 1.5 億円 

 ＜26 補正 10.0 億円＞ 

(b) 「異能 vation」プログラム等の推進                  23.3（25.5） 

・ 戦略的な情報通信研究開発の推進（ＳＣＯＰＥ） 

    ＩＣＴ分野において、破壊的な地球規模の価値創造につながるイノベーショ

ンの芽を育てるため、大いなる可能性がある奇想天外で野心的なＩＣＴ研究

課題に挑戦する独創的な人材を支援する「異能 vation」を推進 

    競争的資金による研究開発を通じて、データサイエンティスト等の若手ＩＣ

Ｔ人材の育成や、ＩＣＴの利活用による地域の活性化、先進的な通信アプリ

ケーションの開発等に貢献 

【主な経費】 戦略的情報通信研究開発推進事業 19.6 億円 

         

・ ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!）の推進 

ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーションを創出するため、ベンチャー

企業や大学等による新技術を用いた事業化等への挑戦に対し、「死の谷」を乗

り越えるための常時応募可能な支援を行う「I-Challenge！」を推進 

【主な経費】 ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!)3.7 億円 

 

 

 

(1) 国際放送の充実強化                        35.4（34.6） 

・放送法の規定に基づき、ＮＨＫに国際放送を行うことを要請することにより、我

が国の文化、産業等の事情を海外へ紹介し、我が国に対する正しい認識を培うこ

とによって、国際親善の増進及び外国との経済交流の発展等を促進 

・特に、テレビ国際放送の充実を図るため、これまでの衛星放送を中心とした配信

に加え、現地の視聴実態に合わせて、ケーブルテレビ等を通じた配信を推進 
【主な経費】 テレビ国際放送の充実強化 0.9 億円＜26 補正 3.9 億円＞ 
       国際放送の実施 34.6 億円 

 

(2)  ICT、地デジ、４ Ｋ ・８ Ｋ 、放送コンテンツ、防災、郵便、行政相談委

員制度関係の「パッケージ展開」            23.8（12.1） 

(a) ICT 国際競争力強化パッケージ支援                 11.4（新規） 

各国のニーズに応じて、地デジ、インフラ、防災、郵便等のプロジェクトを「パ

ッケージ」で 提案することにより、当該国の総合的な社会的課題解決に協力し、

国際貢献を図るともに、ＩＣＴ分野における国際競争力の強化を推進 
【主な経費】 ICT 国際競争力強化パッケージ支援事業 11.4 億円 

(b) 「グローバル空間」における国際的なルールづくり        12.3（12.1） 

・「情報の自由な流通」を促進するため、国際的なルール等の構築に努め、「グロ

ーバル空間」の発展に貢献 

3．ICT 国際競争力強化・国際展開                59.3 億円 
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・第 13回世界電気通信／ＩＣＴ指標シンポジウム（2015年 11月開催予定）等の

国際会議に積極的に貢献 

(c) 日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進     11.4 億円の内数（新規） 

郵便・郵便局の近代化・高度化に意欲のある国に対して、日本の郵便の優れた

業務ノウハウや関連機器をインフラシステム全体として提供・輸出することに

より、関連機器の商機拡大や各種ビジネスの創出等に繋げる 

【主な経費】 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 11.4 億円の内数 

(d) 行政相談委員制度の国際展開                          0.1( 0.1) 

ベトナムとのＭＯＣ（協力覚書）に基づく協力事業の実施など各国オンブズマ

ンとの連携を通じて、行政相談委員制度を海外に発信 

 

 

 
 
 

 

 

 

(1) 震災復興特別交付税の確保                5,898.2( 5,723.3) 
・ 復旧・復興事業の地方負担分を全額措置するために必要な額を確保 

 

(2) 被災地における消防防災体制の充実強化             32.3( 38.9） 

(a) 被災地における消防防災施設の復旧への支援             29.3(38.6) 

・東日本大震災により被害を受けた消防庁舎や無線施設等の消防防災施設・設備の

早期復旧を支援 

【主な経費】 消防防災施設災害復旧費補助金・消防防災設備災害復旧費補助金等  29.3 億円 

(b) 被災地における消防活動の支援                   3.0(0.3) 

・避難指示区域における大規模林野火災等の災害に対応するための消防活動等を支

援 

①避難指示区域内の消防本部の消防活動及び福島県の防災ヘリコプターによる消防

支援活動に必要な消防施設の整備を支援 

②県内消防本部の消防車両等及び県外からの消防防災ヘリコプターによる消防応援活

動に要する経費を支援 

③県内消防本部及び緊急消防援助隊の消防応援訓練の実施に要する経費を支援 

【主な経費】 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金 3.0 億円 

 

(3) ICT による復興の推進                               22.3（38.8） 
・復興街づくりを行う地域において、住民生活・地域経済に必要不可欠なＩＣＴ基

盤の整備を支援  

・「東北メディカル・メガバンク計画」の推進に向け、ＩＣＴを活用した災害に強い

医療情報連携基盤の整備を支援し、切れ目のない医療提供体制の復興を促進 

【主な経費】 被災地域情報化推進事業 19.4 億円 

Ⅱ 命をまもる 

4．東日本大震災からの復興の着実な推進             5,952.8 億円 
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(1) 緊急消防援助隊、常備消防力の充実強化          74.4(58.4) 

(a) 緊急消防援助隊の大幅増隊                    45.0(45.0) 

・南海トラフ地震等に備え、大規模かつ迅速な部隊投入のための体制を整備するため、

改定した「緊急消防援助隊基本計画」に基づき、平成 26 年度から平成 30 年度末まで

に前計画の 4,500 隊から 6,000 隊への大幅増隊の実現に向け、必要な車両等を整備 

【主な経費】 緊急消防援助隊設備整備費補助金（車両等） 45.0 億円 

 

(b)緊急消防援助隊の活動体制の充実強化                 3.6(3.5) 

・石油コンビナート等のエネルギー・産業基盤災害に即応するドラゴンハイパー・コマンド

ユニット（エネルギー・産業基盤災害即応部隊）を増隊（後掲） 

・大型エアーテント等を搭載した拠点機能形成車両や水陸両用バギー等を搭載した津

波・大規模風水害対策車両を引き続き整備するとともに、広島市土砂災害や御嶽山噴

火災害を踏まえ、重機、ガス検知器及び火山対応型山岳救助資機材キットを配備 

・2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会等に向け、NBC 災害に万全を期するため、

大型除染システム搭載車を整備（後掲） 

【主な経費】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備等 6.5 億円（後掲） 
緊急消防援助隊の無償使用車両・資機材（拠点機能形成車両、津波・大規模風
水害対策車両、重機、ガス検知器、火山対応型山岳救助資機材キット）の整備 
3.6 億円＜26 補正 5.9 億円＞ 
大型除染システム搭載車の整備 0.4 億円（後掲） 

 

 (c) 緊急消防援助隊の連携活動能力の向上               23.5 (7.4) 

・東日本大震災等の教訓を踏まえた課題克服型の実践的な訓練を全国規模で実施する

とともに、緊急消防援助隊の各部隊の迅速な意思決定を可能とするためのオペレーシ

ョン機能の強化 

・消防庁内に設置されている消防防災・危機管理センターの情報収集能力を向上 

【主な経費】 緊急消防援助隊の全国合同訓練の実施 1.4 億円 
緊急消防援助隊オペレーションシステムの高度化等 0.6 億円（後掲） 

       消防防災ヘリコプターの操縦士の養成・確保のあり方に関する検討 0.1 億円 
 消防救急無線のデジタル化（緊急消防援助隊設備整備費補助金） 4.0 億円 

※ 消防救急無線のデジタル化については、「周波数有効利用促進事業（デ
ジタル防災 ICT システム等の整備）」においても、更なる電波の有効利用
促進の観点から周波数の再編に資する防災用等のデジタル無線システム
の整備を支援 34.7 億円 

消防防災・危機管理センターの情報収集能力向上 15.6 億円 
 
(d) 消防の広域化等による常備消防の充実強化等            2.3(2.5) 

・消防を取り巻く環境の変化に的確に対応すべく、消防広域化重点地域への支援等広

域化の推進等により、常備消防の体制を強化 

5．南海トラフ地震・首都直下地震等の災害に備えた国民の命を守る 

消防防災行政の推進                       120.３ 億円 
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・耐震性貯水槽、救助活動等拠点施設、広域訓練拠点施設等の消防防災施設の整備

を促進し、災害に強い地域づくりを推進 

・各消防本部における女性消防職員の能力の更なる活用に向けた取組の推進 

【主な経費】 消防の広域化、女性消防職員の能力の更なる活用に向けた取組の推進及び救急救
命体制の整備・充実等 2.3 億円＜26 補正 1.2 億円＞ 
耐震性貯水槽、救助活動等拠点施設、広域訓練拠点施設等の整備（消防防災施設整
備費補助金 15.8 億円（後掲）） 

(2) 消防団を中核とした地域防災力の充実強化         22.1(22.3) 

(a) 消防団への若者・女性等の加入促進等                2.7(2.4) 

・「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」を踏まえ、地域住民の安

心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団について、加入促進モデル事業の実施

や地域防災力充実強化大会の開催等により、若者・女性等の入団を促進 

・自主防災組織に資機材を無償貸付けし、消防団と連携した地域防災リーダーの育成 
【主な経費】  消防団を中核とした地域防災力の充実強化 2.7 億円 

うち、消防団活性化モデル事業（若者・女性消防団員等の加入促進） 0.5 億円 
地域防災力充実強化大会（各界・各層参画の大会を東西で開催） 0.2 億円 
地域防災リーダー育成事業 0.5 億円 

 

(b) 消防団の装備・訓練の充実強化                   3.6(3.7) 

・南海トラフ地震等に備え、消防団員の災害対応力の更なる向上を図り、地域防災力を

より一層強化するため、救助資機材を搭載した消防ポンプ自動車を無償貸付けし、訓

練を実施 

【主な経費】 消防団の装備・訓練の充実強化 3.6 億円＜26 補正 15.0 億円＞ 

 

(c) 地域防災拠点施設や退避壕・退避舎等の消防防災施設の整備    15.8(16.2) 

・耐震性貯水槽のほか、平常時には防災教育・活動の場、大規模災害時には食料等の

備蓄や災害応急対策に活用できる地域防災拠点施設を整備するとともに、御嶽山噴

火災害での教訓を踏まえ、常時観測火山において、退避壕・退避舎等を整備 
【主な経費】 耐震性貯水槽や地域防災拠点施設、退避壕・退避舎等の消防防災施設の整備（消

防防災施設整備費補助金）15.8 億円＜26 補正 3.0 億円＞ 
 

(3) ICT･G 空間による地方公共団体の防災・危機管理体制の高度化

10.8(11.1) 
(a) 防災・危機管理体制・業務の共通基盤化・標準化           0.6 (0. 4) 

・地方公共団体の防災・危機管理に係る体制・業務について、ＩＣＴを活用した自主チェ

ック体制を整備し、地域防災計画への反映等、ＰＤＣＡを確立することにより、防災・危

機管理体制・業務を高度化するとともに、共通基盤化・標準化 

【主な経費】 防災・危機管理体制・業務の共通基盤化・標準化 0.2 億円 

 

(b) G 空間プラットフォームと連携した避難・救助救命活動の迅速・高度化 10.1( 10. 7) 

・一つのアプリで、全国どこでも現在地から避難場所へ誘導可能な、多言語対応の防災

アプリを国土地理院、国土交通省等と連携して整備 

・南海トラフ地震等が発生した際に、津波被害、火災被害等を瞬時に想定可能な簡易な

システムの機能を強化し、緊急消防援助隊のオペレーションに活用 
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・消防庁及び緊急消防援助隊の各部隊が迅速に意志決定できるよう、被害情報、各隊

の動向に加え、被害予測や気象情報、道路交通情報等のビッグデータ等の迅速な把

握・共有化のため、オペレーションシステムを高度化 

【主な経費】  全国版防災アプリの整備に向けた調査・検討 0.1 億円 
初動対応支援ツールの強化 0.2 億円 
緊急消防援助隊オペレーションシステムの高度化 0.4 億円 

 

(4) ドラゴンハイパー・コマンドユニットの充実等         9.5(10.4) 

(a) ドラゴンハイパー・コマンドユニット（エネルギー・産業基盤災害即応部隊）の中

核となる特殊車両等の配備                             4.2( 4.6) 

・緊急消防援助隊に新設したドラゴンハイパー・コマンドユニット（エネルギー・産業基盤

災害即応部隊）の平成３０年度末までの１２隊配備に向け、部隊の中核となる高度な特

殊車両を配備 

・災害現場において、早期に上空からガスの検知及び画像情報等の収集を行い、災害

の全体像を把握する無人ヘリを配備し、効率的・効果的な活動を実施 

【主な経費】  エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備 4.0 億円 
         無人ヘリの配備 0.2 億円 

(b) 消防ロボットの研究開発                              2.3(2.1) 

・ドラゴンハイパー・コマンドユニットの活動に資するＧ空間×ＩＣＴを活用した消防ロボット

を研究開発 

【主な経費】エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの研究開発 2.3 億円 

(c) 石油コンビナート等における防災・減災対策の推進            3.1(3.7) 

・コンビナート災害に対する防災体制の充実強化、危険物施設の安全確保対策等、エネ

ルギー・産業基盤の安全確保対策を推進 

【主な経費】  石油コンビナート等における防災・減災対策 3.1 億円 

 

(5) 東京大会等に向けた大都市等の安全・安心対策        2.2(0.8) 

(a) NBC 災害対応等のための体制整備                     1.3(0.8) 

・2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会等の大規模イベント時のテロ災害への対応

に万全を期すため、大型除染システム搭載車を整備 

・テロ災害への対応能力向上のため、国と地方公共団体との共同訓練を充実強化 
【主な経費】 大型除染システム搭載車の整備 0.4 億円 

国民保護共同訓練の充実強化 0.9 億円 

(b) 外国人来訪者等への対応                    0.9 (新規) 

・外国人来訪者や障がい者等が救急要請等を行う際に活用することを想定し、スマホ等

を利用した音声以外の１１９番緊急通報手段の導入・普及に向け、実証実験等を実施 

・駅、空港等のターミナル施設等において、外国人来訪者や障がい者等に対応した消

防用設備や避難誘導等に係るガイドラインの作成など、防火安全対策を推進 

・外国人来訪者等とのコミュニケーションの円滑化により、迅速・的確な救急搬送体制を

構築するとともに、熱中症対策を推進 
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・多言語対応の全国版防災アプリの整備により、住民や来訪者等の避難誘導を高度化

（再掲） 
【主な経費】 １１９番通報の多様化 0.8 億円 

外国人来訪者等に配慮したターミナル施設等における防火安全対策の推進 
 0.1 億円 

熱中症対策等の検討（救急救命体制の整備・充実 0.6 億円の内数） 
全国版防災アプリの整備に向けた調査・検討 0.1 億円（再掲） 

(6) 火災予防対策                      1.3(1.7) 

火災予防の実効性向上、違反是正推進による安全・安心の確保 

・火災予防の実効性向上及び規制体系の再構築を図るとともに、消防法令に係る違反

是正を推進 

【主な経費】 火災予防の実効性向上、違反是正推進による安全・安心の確保 1.3 億円 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 行政の ICT化の推進                            93.6( 66.2) 

(a) 政府情報システムの統廃合・クラウド化を推進、政府共通プラットフォームの充実・

強化                                   92.7 ( 65.7) 

・2018年度までにシステム数を 619（▲57％）まで廃止・集約化。2021年度まで

に 300システムを政府共通 PFに移行 

・自宅や出張先から職場内のシステムにアクセス(モバイル端末等からもアクセ

ス)できるリモートアクセス環境等を、政府共通 PF 上で一元的に整備し、全府

省向けに提供。また、引き続き政府のプライベートクラウドとしての機能を充

実 
【主な経費】 政府共通プラットフォーム整備等経費         84.8 億円 

災害や情報セキュリティに強い行政基盤の構築等経費  7.8 億円 

(b) 自治体クラウドの取組の加速                    0.7 ( 0.3) 

・番号制度導入を契機として地方公共団体におけるクラウド化を加速させ、クラウド化市

区町村を倍増（約 1,000 団体）させるため、クラウド化に当たり整理すべき諸課題に係

る調査研究等を実施 
【主な経費】 自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研究等 0.4 億円 

              多様なクラウド環境下における情報連携基盤構築事業 0.3 億円 

 

(c) 国民本位の電子行政及び事務の効率化を実現するための基盤の充実  0.2 ( 0.2) 

・電子行政サービスの改善、電子投票の実施の促進・普及 
【主な経費】 電子行政サービスの改善方策に関する調査研究等に要する経費 0.1 億円 

電磁的記録式投票の導入支援に要する経費 0.1 億円 

Ⅲ 便利なくらしをつくる 

6．国民本位の電子行政の実現と番号制度の導入       733.5 億円 
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(2) 個人番号制度の導入、個人番号カードの利活用促進   639.9( 348.8) 

(a) 個人番号の付番の実施                    14.2 ( 31.8) 

･ 個人番号の付番開始（平成 27 年 10 月予定）に向けたシステム開発などを引き続き実施 
【主な経費】 社会保障・税番号制度システム開発等委託費 14.2 億円 

(b) 個人番号制度の導入及び利活用の検討                        0.2 (0.2) 

･ 個人番号を活用した今後の行政サービスのあり方に関する研究を実施 
【主な経費】 社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検討に要する経費 0.2 億円 

(c) 個人番号カードの発行等の実施                 488.5(2.2) 

･ 通知カードの送付（平成 27 年 10 月予定）及び個人番号カードの発行（平成 28 年 1 月予

定）等を実施 
【主な経費】 個人番号カードの発行等に要する経費 488.5 億円＜26 補正 0.2 億円＞ 

(d) 個人番号カードの普及・利活用の推進                 0.4 (1.0) 

･ 個人番号カードの普及及び利活用のための調査研究や啓発活動を実施 

【主な経費】 個人番号カードの普及・利活用に要する経費 0.4 億円 

(e) 公的個人認証サービス利活用の推進                             5.5 ( 0.5) 

･ 個人番号カードに標準搭載されることが見込まれる公的個人認証サービスについて、

民間分野や認証プラットフォームなど行政分野における利活用に関し、必要な実証等

を実施 
【主な経費】 携帯電話等による電子証明書利用に係る調査研究事業 0.5 億円 

公的個人認証サービス利活用推進事業 5.0 億円 

(f) 情報提供ネットワークシステムの運用に向けた準備          3.6 (1.7) 

･ 情報提供ネットワークシステムの円滑かつ効率的・安定的な運用を行うため、必要な検

討等、運用に向けた準備を実施 
【主な経費】 情報提供ネットワークシステムの運用に係る準備経費 1.2 億円 

総合行政ネットワークの改修に要する経費 2.4 億円 

(g) 地方公共団体の情報システムの整備への支援          127.5 ( 311.3) 

･ 地方公共団体において、番号制度の導入に当たって必要となる、関係情報システムの

整備について支援を実施 
【主な経費】 地方公共団体の関係情報システム整備への支援経費 127.5 億円 

＜26 補正 409.3 億円＞ 

 

 

 

 

(1) 医療・介護・健康、教育、防災、交通、社会インフラ等への ICT の活用 

                               22.3(25.9) 

(a) ICT による地域の成長への貢献（農業、医療、教育、防災、交通等）19.4（21.7） 

農業、医療、教育、防災、交通等の分野で、ＩＣＴの利活用を推進することに

より、地域の抱える課題の解決や地域経済の活性化に貢献（再掲） 

(b) 次世代 ITS の実現                         1.0（2.1） 

交通事故死者数の低減に向けて、様々な交通環境下における大規模実証実験等

を行うことで、車、道路、歩行者をつなぐ高度な情報通信技術（車車間通信等）

7．ICT による社会的課題の解決と豊かな生活の実現             22.3 億円 
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を活用した安全運転支援システムの早期実用化を推進 

【主な経費】 次世代ＩＴＳの確立に向けた通信技術の実証 1.0 億円 

(c) スマートな社会インフラの維持管理                1.5（2.1） 

社会インフラの老朽化を踏まえ、ＩＣＴを活用した社会インフラの効果的・効

率的な維持管理を実現するため、センサー等で計測したひずみ、振動等のデー

タを、高信頼かつ超低消費電力で収集・伝送する通信技術等を確立 

【主な経費】 スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基盤の確立 1.5 億円 

(d) デジタルサイネージを活用した災害情報等一斉配信システム等の実現 (再掲) 

0.4（新規） 
 

 
 

 

  
  
 

(1) 恩給の適切な支給               3,745.5 ( 4,231.6) 

受給者の生活を支える恩給の支給  

 ・恩給請求について適正・迅速な処理を行うとともに、丁寧な相談対応等により

受給者サービスの向上を図る 

  ・受給者の生活を支えるため、適切な年額水準を確保 
【主な経費】 恩給費     3,726.3 億円 

 恩給支給事務費  19.2 億円 

 

 

 

(1) サイバーセキュリティの強化                9.6（14.1） 
・民間企業や官公庁の機密情報の窃取等を目的とした巧妙な標的型攻撃について、

攻撃の解析・防御モデルの検討、実践的な演習を実施。また、一般のインター

ネットユーザのウイルス感染を防止するための実証実験等を実施 

・2020年東京オリンピック等に向けて、IoT(Internet of Things)環境の本格的

到来を見据えた機器間通信（M2M）におけるセキュリティ技術の開発・実証を

実施 
【主な経費】 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 4.0 億円 
       ＩＣＴ環境の変化に応じた情報セキュリティ対応方策の推進事業 4.1 億円 
       Ｍ２Ｍセキュリティ実証事業 1.5 億円 
        

(2) 安心・安全な ICT 利用環境の整備           150.3（171.1） 

 (a) パーソナルデータの適正な利活用促進              1.4（1.3） 

   ・スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の適切な取扱いにつ

いて第三者が検証する仕組みが速やかに構築されるよう、技術的課題等を検討

し、実証を実施 

     ・電気通信事業者が取り扱う位置情報等のパーソナルデータについて、プライバ

シーを適切に保護しつつ、その利活用を推進するため、データの処理・加工・

保存における安全確保技術の実証を実施 

Ⅳ みんなの安心をまもる 

9．ICT の安心・安全の確保                       476.0 億円 

8．国民生活の安定・充実                            3,745.5 億円 
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【主な経費】 スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る技
術的検証等に係る実証実験 0.9 億円 

       パーソナルデータ利活用のための安全確保技術の実証 0.5 億円 

 (b) ICT サービスにおける信頼性・消費者利益の確保       148.9（169.8） 

    ・誰もが安心・安全にＩＣＴサービスを利用できる環境の整備を目指し、良好

な電波利用環境の確保、スマートフォンの普及や新たな情報通信技術・サー

ビスに適応した普及啓発活動等、様々な施策を実施 

    ・電気通信サービスの実効速度について、推奨される計測方法を確立するため

の実証等を通じ、適切にサービスを選択できる環境を整備 

    ・ＩＳＰ等事業者間で異常トラヒックの情報を効果的に共有することにより、

大規模異常トラヒックを自動遮断する検証を実施 

【主な経費】 電波の監視等 63.0 億円 
電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経費 3.2 億円 

        異常トラヒックの自動遮断実現のための検証 0.3 億円 

(3) 放送ネットワークの強靱化等              316.1（309.9） 
・民放ラジオ難聴の解消の推進 

  国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の

提供を確保するため、ラジオの難聴解消のための中継局の整備費用の一部を

補助 

【主な経費】 民放ラジオ難聴解消支援事業 14.5 億円 

     ・放送及びケーブルテレビネットワークの災害対策等の推進 

被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に

提供するため、以下の整備費用の一部を補助 

      ①放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、緊急地震速報設備等 

      ②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等 

【主な経費】 放送ネットワーク整備支援事業 1.0 億円＜26 補正 3.3 億円＞ 

 

 

 

(1) 郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保    3.8（3.9） 

(a) ユニバーサルサービスの確保及び信書便市場の活性化         3.8（3.9） 
・日本郵政グループの上場に向けて、郵政民営化の成果を国民が一層実感できる

よう、グループ各社の収益力強化に資する新たな事業の展開を促進 

・郵政事業の公益性及び地域性が十分に発揮しうるよう、郵便局ネットワークを

活用 

・改正郵政民営化法を踏まえ、郵政三事業のユニバーサルサービスが着実に提供

されるよう、適切に指導・監督 

(b) 日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進（再掲） 
 

10．郵政民営化の着実な推進                               3.8 億円 
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(1) 公的統計の体系的整備、国勢調査（ビッグチャレンジ）、統計オープン

データの高度化                                     688.4( 36.3) 

(a) 第Ⅱ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」の推進           4.5 ( 4.1) 

  ・平成 26年３月に閣議決定した「公的統計の整備に関する基本的な計画」（第Ⅱ

期）に基づき、 

①公的統計の整備 

②報告者の利便性の向上、正確かつ効率的な統計作成 

③統計データの有効活用の推進 

④統計分野における積極的な国際協力・国際貢献の推進 

⑤統計リテラシー等の向上 

などの取組を推進 
【主な経費】 公的統計基本計画推進費等  4.5 億円 

(b) 国勢調査（ビッグチャレンジ）                     674.3( 24.0) 

 ・国内の人口・世帯の実態を把握するとともに、地域振興、経済活性化など各種

行政施策その他の基礎資料を得るために実施する国勢調査について、ＩＣＴの

進展を踏まえ、オンライン調査を全国展開する。また、この取組・実績を踏ま

え、その他の経常調査のオンライン化を推進 
【主な経費】 国勢調査経費           670.4 億円 

統計調査のオンライン化推進経費   3.9 億円 

(c) 統計オープンデータの高度化                         9.6( 8.3) 

 ・政府統計の総合窓口（e-Stat）の API機能や統計 GIS機能の充実・利用を促進、

提供する統計データの拡充等オープンデータの高度化を着実に推進 
【主な経費】 政府統計共同利用システム運用等経費  9.6 億円＜26 補正 2.5 億円＞ 

(2) 投票しやすい選挙制度づくりの推進            1.6 ( 0.5) 

(a) 投票環境の向上                               0.2 ( 新規) 

・ 選挙の公正を確保しつつ、有権者が投票しやすい環境を整備し、国政選挙・地方選

挙における投票率の向上を図るため、 

① 不在者投票の投票用紙等のオンライン請求など ICT の活用 

② 期日前投票等の利便性向上 

③ 選挙人名簿制度の見直し 

等の具体的方策について検討 
【主な経費】 投票環境の向上等に要する経費 0.2 億円 

(b) 主権者教育の推進                              1.4 ( 0.5) 

・ 改正国民投票法の施行や選挙権年齢の引下げの議論等を踏まえ、 

① 文部科学省と連携し、模擬投票や出前授業の実施等、学校教育における政治教

育の充実 

② 地方公共団体や地域の啓発ボランティア団体と連携し、参加・体験型の研修会

等の実施 

③ 地域で自主的に啓発活動を実施する若者啓発グループの活動支援 

11．効率的で質の高い行政の実現                      701.2 億円 

Ⅴ 国の仕組みをつくる 
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等の主権者教育を推進 
【主な経費】 参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経費 1.4 億円 

(3) 業務改革の徹底、独立行政法人改革の推進         0.4( 0.8) 

(4) 行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化        1.8( 1.3) 

(a) 改正行政不服審査制度による公正・適正な行政運営の確保 

(b) 情報公開法及び個人情報保護法の適正かつ円滑な運用の確保 

(5) 政策評価と行政事業レビューの連携強化等          9.0( 9.3) 

(a) 行政評価局調査を通じた行政の改革・運営改善 

・ 内閣の重要政策や世の中の動きを踏まえ、行政の実情、課題について全国的に調

査 

(b) より役に立つ、分かりやすい政策評価の実現 

・ 行政事業レビューとの連携の強化、政策評価の標準化・重点化及び政策評価の電

子化 

(c) 国民の声・ニーズの把握を重視し、行政の制度・運営の改善につなげる行政相談

活動の展開 

・ 行政相談事案の迅速・的確な解決、政策課題の抽出、行政相談委員との協働 

・ ベトナムとの MOC（協力覚書）に基づく協力事業の実施など各国オンブズマンとの

連携（再掲） 

 
 

  
 

(1) 政党交付金                   320.1( 320.1) 
「政党助成法」に基づき法人である政党に対して交付する政党交付金 

1２ ．その他の主要事項                                    320.1 億円 
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総務省関連 

平成２７年度財政投融資計画の概要 

 

◎通信・放送基盤等海外展開支援スキームの創設 

【概要】 

我が国のＩＣＴ国際競争力強化・国際展開の推進のため、出資や事業

参画等を通じて通信・放送基盤の整備等を支援するスキームを創設

（産投出資 200億円、政府保証 70億円）。 
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【参考】 
 
 
 

平成 26 年度総務省所管補正予算の概要 
 
 

【経済対策】 
 

１ まち・ひと・しごとの創生に向けた「総合戦略」の先行的支援 

３５．１億円 

（１）地方への新しい人や企業の流れの支援  9.7億円 

(ア) 地域経済グローバル循環創造事業（ジェトロ・中小機構）             1.5億円 
「地域の元気創造プラットフォーム」に新たにジェトロ（日本貿易振興機構）及び中小

企業基盤整備機構を接続させ、企業の地方への誘致や地元産品の販路開拓等の取組を推進 

 

(イ) 居住・就労・生活支援等ワンストップポータルサイト                   5.7億円 
地方への移住促進のための居住・就労・生活支援等に係る情報を集約し、総合的な情報

提供を行うポータルサイトを「地域の元気創造プラットフォーム」内に創設 

 

(ウ) 「全国移住促進センター（仮称）」の設置                             1.5億円 
居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口（全

国移住促進センター（仮称））を設置 

 

(エ) 「地域おこし協力隊全国サミット」開催                          0.9億円 
地域おこし協力隊の拡充のため、全国サミットの開催により広く制度の周知を行うとと

もに、首都圏を中心に効果的な広報を実施 

（２）ふるさと納税の促進  2.4億円 

(ア) ふるさと納税の手続簡素化及びＰＲ                           2.4億円 
最重点課題となっている地方創生を推進するため、ふるさと納税を拡充（ふるさと納税

枠の拡充等）する制度改正にあわせたＰＲを広く実施するとともに、手続簡素化のための

取組を行い、ふるさと納税の一層の活用を促進 

（３）地域活性化のためのＩＣＴの利活用推進  23.0億円 

(ア) ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業                         5.0億円 
ＩＣＴを活用した街づくりに取り組む自治体や事業者等の初期投資・継続的な体制整備
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等にかかる経費の一部を補助 

 
(イ) ふるさとテレワーク推進事業                               10.0億円 

企業や雇用の地方への流れを促進するため、サテライトオフィスや遠隔雇用の環境等に

ついてモデルケースの検証を行い、地方創生に資する新たなテレワーク（ふるさとテレワ

ーク）を推進 

 

(ウ) 観光・防災Wi-Fi ステーション整備事業                        8.0億円 
観光や防災の拠点における来訪者や住民の情報収集等の利便性を高めるため、公衆無線

ＬＡＮ環境の整備を実施する地方公共団体等を支援 

 
２ 地域における新たな産業の創出、革新を促す仕組みづくり 

１１．７億円 

○ 「地域経済イノベーションサイクル」を核とした地域の経済構造改革 

(ア) 地域経済循環創造事業交付金（ローカル 10,000プロジェクト）         5.6億円 
地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型企業を全国で 10,000事

業程度自治体を核として立ち上げる「ローカル 10,000プロジェクト」を推進するため、

地域での設備投資を伴う事業化を早急に実現 

 

(イ) 分散型エネルギーインフラプロジェクト                           2.5億円 
電力の小売自由化で新たに生まれる約７．５兆円の市場を地域経済の拡大の起爆剤にす

るため、「地域の特性を活かしたエネルギー事業導入計画（マスタープラン）」を策定し、

地域エネルギー企業の立ち上げを支援 

 
(ウ) 高生産性企業への失業なき労働移動支援事業                    1.0億円 

企業の新陳代謝（地域経済イノベーションサイクル）に伴う雇用確保を支援するため、

より賃金の高い企業（生産性の高い企業）への移動を推進 

 
(エ) 起業家誘致・人材サイクル事業                             0.5億円 

大都市圏等の企業から、地域での起業支援を行うマネジメント人材を一定期間派遣し、

生産性の高いビジネスモデルを構築 

 
(オ) 公共施設オープン･リノベーション推進事業                       1.1億円 

公共施設のオープン・リノベーションにより、地域の事業者のビジネス拠点等を創出し、

「若い感性」で公共施設を再生（自治体側は、コストから利益に） 

 
(カ) 公共クラウド                                         1.0億円 

自治体の有するデータを民間事業者等にオープンに提供するとともに、自治体が中心と

なって、官民連携の情報システムをクラウドで提供することで、地域企業の生産性を向上 
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３ 地域の魅力の情報発信の支援  ２７．９億円 

(ア) 地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海外展開支援事業         16.5億円 
国内外の関係機関とも幅広く連携しながら、「地域の活性化」、「訪日外国人観光客の増

加」や「日本食・食文化の魅力発信」、「日本の最先端の音楽・ファッション等の発信」等

を目的とした放送コンテンツを製作し、海外に継続的に発信するモデル事業等を支援 

(イ) 放送・通信の連携による地域コンテンツ流通促進事業                1.5億円 
全国の各地域が保有しているコンテンツについて、その内外に向けて多様なメディアを

通じた情報発信を可能とするため、放送と通信の連携技術の活用に係る技術的課題や運用

上の課題を解決するための実証実験を実施 

(ウ) テレビ国際放送の充実強化                                3.9億円 
テレビ国際放送（ＮＨＫワールドＴＶ）の充実強化を図るため、多言語化の実現に向け

た実証を行うほか、認知度向上に向けたプロモーション活動を推進 

(エ) ネットワーク仮想化技術の研究開発                           6.0億円 
地域の魅力の情報発信等を促進するため、多様なネットワークを迅速かつ柔軟に構成・

制御し、安定的な運用管理を可能とするネットワーク仮想化技術の早期導入に向けた研究

開発及び実証実験を実施 

 
４ 生活の安心向上  ４１２．０億円 

○ ＩＣＴを活用した社会保障・税番号制度の導入等による国民の利便性の向上 

(ア) 社会保障・税番号制度に関する情報システム整備事業             409.5億円 
地方公共団体において、番号制度の導入に当たって必要となる、関係情報システムの整

備についての支援等を実施 

 

(イ) オープンデータの高度化の推進                               2.5億円 
地域の産業・雇用の創出や文化の振興等につなげるため、地方自治体、住民、企業等に

よる自立的・主体的かつ的確な地域の実情把握を支援することを目的として、定量的・総

合的な統計データの早期提供のために統計データベースのオープンデータの高度化を推

進し、利便性を向上 

 

５ 女性の活躍推進  ８．７億円 

○ 在宅勤務等による女性国家公務員等の活躍の推進 

(ア) 国家公務員のワーク・ライフ・バランスの一体的推進                  7.5億円 
女性職員の採用・登用の拡大の取組みの一環として、自宅から職場内のシステムに接続

する環境を整備し、ワークスタイル変革による業務の効率化を推進 
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(イ) 消防大学校における女性消防職員用の施設整備                   1.2億円 
消防大学校において、女性消防職員の受入拡大のための利便施設を整備 

 

６ 自然災害リスクが高い地域・施設等における緊急防災対応等 

２３．９億円 
○ 緊急消防援助隊・消防団の災害対応力の強化、退避壕等の整備 

(ア) 緊急消防援助隊の災害対応力の強化                         5.9億円 
広島市土砂災害及び御嶽山噴火災害を踏まえ、より専門的な車両・資機材を緊急消防援

助隊に配備し、多様な大規模災害への対応力を強化 

 
(イ) 消防団の装備・訓練の充実強化                            15.0億円 

大規模災害時に備え、消火・救助・応急処置に必要な初動対応多機能車を土砂災害等の

発生が危惧される地方公共団体に無償貸付けし、多様な初動対応を可能にする実践的な教

育訓練を実施し、消防団の災害対応能力を向上 

 
(ウ) 退避壕・退避舎等の整備                                 3.0億円 

御嶽山噴火により登山者等の安全を確保するための退避壕・退避舎の整備の必要性が再

認識されたことを踏まえ、常時観測火山において緊急的に退避壕・退避舎の整備を行う地

方公共団体に対し、整備に要する経費の一部を補助し、これらの整備を促進 

 
７ 災害に強い情報・物流システム等の構築  ９．３億円 

○ ＩＣＴを活用した防災対策の推進等 

(ア) Ｇ空間防災システムとＬアラートの連携推進事業                   4.0億円 
安全で災害に強い社会を実現するため、Ｌアラートにおける自治体等による位置情報等の入

力支援やメディアによる災害情報の視覚化等の実証、自治体の防災情報システムにおけるＬアラ

ートやＧ空間情報の標準仕様策定に向けた実証等を実施 

(イ) 放送ネットワーク整備支援事業                              3.3億円 
深刻な災害の頻発や、大規模災害発生の可能性を踏まえ、住民が災害関連情報等を確実

に入手できる環境を構築するため、①放送局の予備送信設備等の整備費用、②ケーブルテ

レビ幹線の２ルート化等の整備費用の一部を補助 

(ウ) 国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の研究開発              2.0億円 
諸外国と連携してサイバー攻撃に関する情報を収集するネットワークを構築し、サイバー攻撃

発生の予兆を検知し、迅速な対応を可能とする技術の研究開発及び実証実験を実施 

 

 経済対策に係る追加所要額 528.6億円 
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